
新型コロナの影響により期限までの申告等が困難な方は、
申告・納付等の期限を延⾧することができます

玉野税務署

 新型コロナウイルス感染症の影響により、期限内の申告等が困難な場合には、
令和４年４月15日（金）までの間、簡易な方法（※）により申告・納付等の
期限を延⾧することができます。

○ 令和４年４月15日（金）までに簡易な方法により申告と同時に個別延⾧の申請をされた場合は、原則として、
申告書の提出日が申告・納付期限となります。そのため、申告・納付が可能となった時点で提出してください。

○ 令和４年４月16日（土）以降であっても、新型コロナウイルス感染症の影響により、期限内に申告することが
困難な場合には、「災害による申告、納付等の期限延⾧申請書」を提出することで、申告・納付等の期限を延
⾧することができます。この場合は、所轄の税務署⾧が指定した日が申告・納付期限となります。

※ 期限後に申告が可能になった時点で、申告書の余白等に「新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請」
である旨を記載して提出してください。「災害による申告、納付等の期限延⾧申請書」の提出は不要です。

 現在、咳・発熱等の症状がある方や、体調のすぐれない方の、申告相談を
ご遠慮いただいております。体調が回復された後に改めてお越しください。



令和４年２月３日 

国   税   庁 
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【所得税等の確定申告について】 

新型コロナウイルス感染症の影響により申告期限までの申告等が困難な方へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、確定申告書の提出は、外出せず利用できる e-Tax（国税電子申告・納税システ

ム）が便利です。また、マイナンバーカードや税務署の発行するＩＤ・パスワードをお

持ちでないなど e-Tax がご利用できない方は、作成した申告書を郵送にて提出するこ

ともできます。 

※ 申告書の作成は、「確定申告書等作成コーナー」をご利用ください。 

※ 会場での相談を希望される方は、こちらをご覧ください。 

                                国税庁長官 

大鹿 行宏 

オミクロン株による感染の急速な拡大に伴い、確定申告期間（申告所得

税：２月 16日～３月 15日）にかけて、感染者や自宅待機者のほか、通常

の業務体制が維持できないこと等により、申告が困難となる納税者が増

加することが想定されます。 

こうした状況を踏まえ、令和３年分確定申告について、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により申告等が困難な方については、令和４年４月 15

日までの間、簡易な方法により申告・納付期限の延長を申請することがで

きるようにしました。 

（注１）具体的には、期限後に申告が可能となった時点で、申告書の余白等に新型コ

ロナウイルスの影響により延長を申請する旨を記載する方法です（申請書の

提出は不要）。記載例はこちらをご覧ください。 

（注２）申告所得税以外の税目も同様の取り扱いとなります。 

詳細は、ＦＡＱをご参照ください。 



〇 申告書を書面で提出する場合の記載方法 
  申告書の右上の余白に、 
  「新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請」と記載してください。 
 
【所得税申告書の記載例】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【贈与税申告書の記載例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【消費税及び地方消費税申告書の記載例】 
 

  

新型コロナウイルスによる申告・納付期限延長申請 

新型コロナウイルスによる申告・納付期限延長申請 

 

３ 確定 

新型コロナウイルスによる申告・納付期限延長申請 
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申告所得税、贈与税及び個人事業者の消費税の 
申告・納付期限の個別指定による期限延⾧手続の具体的な方法 



〇 確定申告書等作成コーナーを利用して e-Tax で提出する場合の入力方法 
 
【所得税申告書の入力例】 

「送信準備」画面の「特記事項」欄に、 
「新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請」と入力してください。 

 
《パソコン》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
《スマートフォン》 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請  

 



【贈与税申告書の入力例】 
「送信準備」画面の「特記事項」欄に、 
「新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請」と入力してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【消費税及び地方消費税申告書の入力例】 

「納税地等入力」画面の「納税地情報」欄の「建物名・号室」部分に、 
「(新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請）」と入力してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請 

 



〇 各種会計ソフトを利用して e-Tax で提出する場合の入力方法 
 
【所得税申告書の e-Tax ソフトの入力例】 

所得税の申告書等送信票（兼送付書）の特記事項欄に、 
「新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請」と入力してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【消費税及び地方消費税申告書の e-Tax ソフトの入力例】 
申告・申請等基本情報の住所欄に、住所に続けてかっこ書きで、 
「(新型コロナウイルスによる申告・納付期限延⾧申請）」と入力してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



 
 
 

 
 
オミクロン株による感染の急速な拡大に伴い、確定申告期間（申告所得税:２月 16 日～

３月 15 日）にかけて、感染者や自宅待機者のほか、通常の業務体制が維持できないこと等
により、申告が困難となる納税者が増加することが想定されます。 

こうした状況を踏まえ、令和３年分確定申告について、新型コロナウイルス感染症の影
響により申告等が困難な方については、令和４年４月 15 日までの間、簡易な方法により
申告・納付期限の延⾧を申し出ることができるようにしました。 

つきましては、その際の手続等をＦＡＱとして取りまとめましたので、参考としてくだ
さい。 
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問４．申告所得税等以外の税目の延⾧ 

 

 

 
上記以外の新型コロナウイルス感染症に関する税務上の取り扱いに関してはこちらをご

覧ください。 
また、電話による相談については、最寄りの税務署にお問い合わせください（税務署に

電話の上、所得税等のご質問の場合は音声案内に従い「０番」を押してください）。詳しく
は、こちらをご覧ください。 
 
 
 

国税の申告・納付期限の簡易な方法による延⾧に関するＦＡＱ 



問１．《簡易な方法による延⾧》  
簡易な方法による申告・納付期限の延⾧とは、どのようなものでしょうか。 

 
〇 令和３年分の申告所得税、贈与税及び個人事業者の消費税の確定申告につきましては、

オミクロン株による感染の急速な拡大状況に鑑み、令和４年３月 15 日（火）（個人事業
者の消費税の確定申告については令和４年３月 31 日（木））の期限までに、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により申告することが困難であった方については、同年４月 15 日
（金）までの間、簡易な方法により申告・納付期限を延⾧することができます。 

 
〇 簡易な方法による延⾧とは、別途、「延⾧申請書」を作成して提出していただく必要は

なく、申告書を提出いただく際に、その余白に「新型コロナウイルスによる申告・納付
期限延⾧申請」といった文言を付記していただくか、e-Tax をご利用の方は所定の欄に
その旨を入力していただくなどの方法をいいます。 

 
（参考）個別指定による期限延⾧手続の具体的な方法 

 所得税等に関する申請手続の具体的な方法 
 
〇 また、申告期限及び納付期限は原則として申告書を提出した日となります。そのため、

申告・納付が可能となった時点で提出してください。 
※ 申告書を、郵便又は信書便を利用して税務署に提出する場合には、その郵便物又は信書便物の通信日

付印により表示された日が提出日とみなされます（国税通則法 22 条）ので、納付をする場合は納付期限
にご注意ください。 

 
※ 延⾧後の納付期限までに納付することが困難な場合には、納付の猶予制度を適用できる場合がありま

す。適用する場合は別途、税務署に申請手続が必要になりますので、まずは、所轄の税務署（徴収担当）
にお電話ください。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 



問２．《簡易な方法による延⾧の対象年分》 
簡易な方法による延⾧の対象となるのは何年分になるのでしょうか。 

 
○ 簡易な方法による延⾧は、オミクロン株による感染の急速な拡大に伴い、確定申告期

間にかけて、納税者ご自身や従業員・顧問税理士等が自宅待機を余儀なくされるなどの
理由により、申告が困難になるケースが増加していると想定されることを踏まえたもの
であるため、令和４年１月以降に申告等の法定期限を迎える手続を対象としています。 

 
○ このため、令和３年 12 月末以前に申告等の法定期限を迎えた手続について期限の延

⾧申請を行う場合は、通常どおり、「延⾧申請書」に申請理由等を記載の上、提出いただ
く必要があります。 

 
○ また、令和４年１月以降に申告等の法定期限を迎える手続について、令和４年４月 16

日以降に期限の延⾧申請を行う場合も同様に、「延⾧申請書」を提出いただく必要があり
ます。 

 
 
 

問３．《簡易な方法による延⾧後の申告・納付期限》 
簡易な方法による延⾧の場合には、申告・納付期限はいつになるでしょうか。 

 
○ 令和４年４月 15 日（金）までの簡易な方法により申告と同時に延⾧を申し出た場合

は、原則として、申告書を提出した日が申告・納付期限となります。そのため、申告・
納付が可能となった時点で提出してください。 

 
○ 同年４月 16 日（土）以降も新型コロナウイルス感染症の影響が続き、申告等ができな

かった場合は、申告等ができるようになった日から２か月以内に「延⾧申請書」を所轄
の税務署に提出していただくことになります。この場合は、所轄の税務署⾧が指定した
日が申告・納付期限となります。 

 
○ また、振替納税を利用されている方の振替日については、別途お知らせします。 
 



問４．《申告所得税等以外の税目の延⾧》 〔令和４年２月３日更新〕 
申告所得税等以外の税目について、簡易な方法による延⾧の適用を受けることはで

きないのですか。 

 
○ 法人税や相続税といったその他の税目についても、新型コロナウイルス感染症の影響

により期限までに申告・納付等が困難な方もおられると考えられ、そのような方につい
ては申告書の余白に所定の文言を記載いただく等の簡易な方法による延⾧が認められま
す。 

 
○ 具体的な方法等（申告書余白部への記載や e-Tax を利用する場合の所定の欄の入力方

法など）については、国税庁ホームページ「個別指定による期限延⾧手続の具体的な方
法」を参照してください。 

 
 （参考）個別指定による期限延⾧手続の具体的な方法 

 法人税及び地方法人税・法人の消費税・源泉所得税 
 相続税 

 
 


